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会 社 名 株式会社 間 組 (呼称：ハザマ)
代表者名 代表取締役社長 新  名  順  一
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親会社（青山管財株式会社・非上場）にかかる
平成 15年 9月中間期の決算内容のお知らせ

　当社の親会社である青山管財株式会社（非上場、親会社における株式保有比率：５１．５％）

の『平成 15 年 9 月中間期（第 74 期中間決算）』の内容について、別紙のとおり開示いたしま

す。

以　上



　 中間決算短信(連結)  平成 15年 11月 21日

会   社   名        青山管財株式会社　（上場会社株式会社間組の親会社） 上場取引所  非上場

代　 表　 者        役職名  代表取締役社長  ,氏名 間野　樹三 本社所在都道府県　東京都

問合せ先責任者  役職名  管理部長           ,氏名 市川、雅章 TEL (03) 3405 - 2446

米国会計基準採用の有無 無

１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (注）百万円未満切り捨て

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 131,444 △ 22.7 3,151 △ 32.8 499 △ 65.9
14年 9月中間期 169,968 △ 7.5 4,687 △ 24.6 1,465 △ 61.1
15年 3月期 362,163 4,030 △ 1,661

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 △ 7,948 - △ 16.39 -
14年 9月中間期 △ 1,724 - △ 3.56 -
15年 3月期 △ 122,596 △ 252.79 -
(注)①持分法投資損益    　　　15年 9月中間期   △123 百万円   14年 9月中間期   126 百万円   15年 3月期   382 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期   484,853,273 株　　　　14年 9月中間期   485,015,769 株　　　15年 3月期   484,966,170 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 327,079 △ 118,712 △ 36.3 △ 244.89
14年 9月中間期 467,794 5,700 1.2 11.75
15年 3月期 374,669 △ 111,170 △ 29.7 △ 229.27
(注)期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期   484,751,755株　　　14年 9月中間期   484,995,951 株　　　15年 3月期   484,883,503 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 △ 3,313 224 △ 7,700 25,193
14年 9月中間期 △ 25,906 4,343 20,029 26,594
15年 3月期 △ 16,398 8,052 16,490 36,159

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  18　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　4　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 282,000 1,800 △ 15,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △31 円 36 銭 

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっては、添付資料の３ページから４ページを参照してください。
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[添付資料]
企　業　集　団　の　状　況

当社グループは、当社、子会社 30社及び関連会社 12社で構成され、建設事業及び開発事業を主な事業

とし、さらに各事業に関連する事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。

建　設　事　業

当社は総合建設業を営んでおり、施工する工事の一部を連結子会社である青山機工(株)、ハザマサー

ビス(株)、非連結子会社である日本イコス(株)に発注しております。

開　発　事　業

当社及び連結子会社である(株)青山地所は不動産の売買・賃貸等の開発事業を営んでおります。関連

会社である千葉新都心開発(株)は不動産の保有・賃貸を行っております。また、連結子会社である

HAZAMA USA CORPORATION他８社は米国において開発事業を営んでおります。

その他の事業       

連結子会社であるハザマ興業(株)は、建設用資材の販売及びリースを主要事業としており、当社に対

し建設用資材を納入及びリースしております。また、アクティバ(株)が老人ホームの、綾上開発(株)、

(株)アカデミアヒルズ及び HAZAMA CORPORATION DESARROLLO DE TURISMO（メキシコ）が

レジャー関連施設（ゴルフ場）の経営をそれぞれ行っております。

系統図は次のとおりです。
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開 　発 　事 　業 そ　の　他　の　事　業

当　　　　　社主要な子会社

○㈱青山地所

○HAZAMA USA CORPORATION

○HZ PROPERTIES

○8000 INVESTMENT CORPORATION

主要な関連会社

※千葉新都心開発㈱

工

事

施

工

建 　設 　事 　業

主要な子会社

○ハザマ興業㈱

○アクティバ㈱

○綾上開発㈱

○㈱アカデミアヒルズ

○HAZAMA CORPORATION

DESARROLLO DE TURISMO

主要な関連会社

※新津名開発㈱

工事施工

不動産の

売買・賃貸

主要な子会社

○青山機工㈱

○ハザマサービス㈱

　日本イコス㈱

資機材販売他

業務発注

○ 連結子会社　　※持分法適用会社
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経　営　方　針

  会社分割および分割後の経営方針

当社グループは、平成 12 年 5 月に策定いたしました再建計画に基づき、株主の皆様、関係金融機
関の皆様のご理解とご支援を賜りながら、企業体質の刷新、透明性のある財務構造への転換、本業重

視の事業再構築を進めるとともに、有利子負債を大幅に削減してまいりました。

しかしながら、建設業を取り巻く環境はさらに厳しさを増し、建設投資が予測を超える規模と速度

で縮小を続けている状況におきまして、安定した企業経営を継続していくため、平成 15年 1月に「新
生ハザマ３ヵ年計画」（平成 15 年 4 月～平成 18 年 3 月）を策定いたしました。この新計画のもと、
「建設事業の収益性の向上」として不採算工事受注の排除、「アライアンスの推進」として安藤建設株

式会社様と資本業務提携、「効率化の推進」として運営人員の削減等の施策を鋭意実施しておりますが、

これに加え、新計画の骨子である「事業構造の抜本的改革」として、平成 15年 6月 27日開催の第 73
回定時株主総会にて承認されました「分割計画書」に基づき、平成 15 年 10 月 1 日をもって、会社分
割前の旧ハザマの建設事業の一切を承継する株式会社間組（新ハザマ：同日新規上場　銘柄コード１

７１９）と不動産事業等を営む青山管財株式会社（当社：平成 15 年 9 月 25 日上場廃止）に会社を分
割いたしました。

この会社分割により、当社（青山管財株式会社）は、不動産事業等を集約し保有資産等を処分する

不動産事業に特化することとなりました。今後は迅速で効率的な事業運営のもと、関係金融機関の皆

様のご支援をいただきながら、平成 18年 3月までに早期売却を進め、可能な限り有利子負債を圧縮し
てまいります。

経営成績および財政状態

　

(1)経営成績

 当中間期におけるわが国の経済は、景気回復への期待の高まりを反映した株価上昇基調により、景気

に一時的な底入れ感が見えてまいりましたものの、足元の経済指標は必ずしも改善していない上に、

このところの円高傾向が短期的な懸念材料となるなど、依然として景気回復の浮揚力は脆弱な状況に

あります。

 建設事業におきましても、民間設備投資需要に緩やかな持ち直しが見えてまいりましたが、建設市場

全体の底上げには程遠く、政府建設投資の削減傾向が長期化し、一向に好転する兆しが見えない厳し

い経営環境が続いております。

 こうした厳しい状況のもと、当社グループの中間連結会計期間の業績は、売上高は1,314億円(前中間

連結会計期間比22.7％減少)、営業利益は31億円(前中間連結会計期間比32.8％減少)、経常利益は4億

円(前中間連結会計期間比65.9％減少)を計上しましたものの、退職関係費用、工事特別損失、不稼動

資産の処分損などの特別損失87億円により、中間純損失が79億円となっております。

  事業の種類別セグメントにつきましては、建設事業における完成工事高は1,178億円(前中間連結会

計期間比24.0％減少)、営業利益は25億円(前中間連結会計期間比48.9％減少)となり、開発事業等にお

ける売上高は136億円(前中間連結会計期間比9.2％減少) 、営業利益は10億円(前中間連結会計期間比

286.6％増加) となりました。

なお、主な受注工事および完成工事は次のとおりです。

主な受注工事

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ運輸通信省 パレンバン空港開発計画

日本液化石油ガス備蓄㈱ 倉敷基地プロパン貯槽Ⅱ工事

農林水産省東北農政局 相坂川左岸農業水利事業六戸調整池建設工事
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日産ﾒﾋｶｰﾅ，S.A.DE　C.V.並びにｼﾞｬﾄｺﾒﾋｺ

S.A.DE　C.V. ジャトコメキシコ工場新築工事

法務省 東京拘置所北収容棟新営（建築）工事

主な完成工事

八日町第2地区市街地再開発組合 八日町第2地区第一種市街地再開発事業に係る施設建築物新築工事

福岡県福岡市 福岡市高速鉄道３号線薬院工区建設工事

ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ公共事業運輸住宅省 ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ共和国ｲﾗﾏ橋及びﾃﾞﾓｸﾗｼｱ橋建設計画

日本鉄道建設公団 常新、利根川Ｂ（下部工）他

リベレステ㈱ ベルドゥムールランドマーク秋田新築工事

　(2)財政状態

総資産につきましては、受取手形・完成工事未収入金等が減少したこと及び資産の処分等をさらに

推し進めたことにより減少し、純資産につきましても、当社の利益剰余金の減少などにより減少する

結果となりました。

また、連結ベースのキャッシュ･フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ･フローは、上

半期の特徴として未成工事の支出金と受入金の差が大きく、立替となっていることなどにより33億円

のマイナスとなりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、資産の流動化に伴う有形固定資産、

投資有価証券の売却等により2億円のプラスとなりました。財務活動によるキャッシュ・フローは借入

金の減少などにより77億円のマイナスとなりました。以上により現金及び現金同等物の当中間期末残

高は期首残高と比較して109億円減少し251億円となりました。

　(3)通期の見通し　

　通期のわが国の経済見通しにつきましては、株式市場の活況、企業収益の改善等、徐々に景気の回

復に明るさが見えてはまいりましたが、完全失業率の高止まりや、長引くデフレ傾向の中で本格的な

景気回復までは望めない状況にあります。

　当社を取り巻く事業環境も依然として厳しい状況にありますが、計画に沿った資産処分を推し進め、

有利子負債の削減を目指してまいります。

　これらを踏まえ、当社の連結決算における通期見通しにつきましては、1ページ記載の通り予定して

おります。なお、この通期見通しは、10月1日の会社分割後の新ハザマが当社の連結子会社になること

から、新ハザマならびにそのグループ会社を含めたものであります。

　一方、当社の個別決算における通期見通しにつきましては、10月1日の会社分割に伴い、当社は期中

で大幅に事業内容等が変わり、変則的な決算内容となりますことから、旧ハザマの上半期の業績に、

下半期の建設事業業績を一切含まない不動産事業業績を加えて、18ページ記載の通り表示させていた

だきました。
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

当中間連結会計期間末

(平成 15年９月 30日)

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表
(平成 15年３月 31日)

増　　減
前中間連結会計期間末

(平成 14年９月 30日)科　　　　目

金　　　額

（百万円）

構成比

（％）

金　　　額

（百万円）

構成比

（％）

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

構成比

（％）

（  資  産  の  部  ）

流  動  資  産 １６７，０８５ 51.1 ２０９，１０８ 55.8 △４２，０２２ ２５３，２７０ 54.1

現 金 預 金 ２５，４１２ ３６，４０１ △１０，９８８ ２７，３３７

受取手形・完成工事未収入金等 ６４，７５６ ８８，３９２ △２３，６３６ ９９，２８７

有 価 証 券 ８５ ８５ ― ８５

未 成 工 事 支 出 金 ２３，０６５ ２３，３００ △２３４ ３２，４９５

そ の 他 た な 卸 資 産 ２２，９８３ ２８，４７７ △５，４９４ ５０，５３７

立 替 金 １６，４４２ １８，０７０ △１，６２８ ―

繰 延 税 金 資 産 ７，９２４ ７，１５４ ７６９ ９，７５０

そ の 他 ６，６３７ ８，００５ △１，３６７ ３４，６４０

　貸 倒 引 当 金 △２２２ △７７９ ５５７ △８６２

固  定  資  産 １５９，９９４ 48.9 １６５，５６１ 44.2 △５，５６６ ２１４，５２４ 45.9

有 形 固 定 資 産 ９５，６６１ ９７，３１５ △１，６５４ １００，２１３

建 物 ・ 構 築 物 ５１，８５３ ５１，７８９ ６４ ５３，０１８

機械・運搬具・工具器具備品 １９，９１５ ２０，０７１ △１５５ ２０，２９４

土 地 ６５，８８７ ６６，７２２ △８３５ ６７，７９３

建 設 仮 勘 定 ３６ １８ １８ ４８４

　減 価 償 却 累 計 額 △４２，０３２ △４１，２８５ △７４６ △４１，３７７

 無 形 固 定 資 産 １５，３８６ １５，４４４ △５８ １５，５１７

 投資その他の資産 ４８，９４７ ５２，８０１ △３，８５３ ９８，７９２

投 資 有 価 証 券 １３，７７８ １４，４６９ △６９０ ２１，２５４

長 期 貸 付 金 ７２１ ７，０２８ △６，３０７ ８，７６１

長 期 未 収 入 金 １２，０２３ ５，４５３ ６，５７０ １１，４５６

破 産 更 生 等 債 権 ３，６９７ ３，９８９ △２９２ １５，５７２

繰 延 税 金 資 産 ９，７６３ １１，２２４ △１，４６０ ２０，１１３

そ の 他 ９，１７１ １９，０２４ △９，８５３ ２３，８９４

　貸 倒 引 当 金 △２０８ △８，３８８ ８，１８０ △２，２６０

資  産  合  計 ３２７，０７９ 100.0 ３７４，６６９ 100.0 △４７，５８９ ４６７，７９４ 100.0
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当中間連結会計期間末

(平成 15年９月 30日)

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表
(平成 15年３月 31日)

増　　減
前中間連結会計期間末

(平成 14年９月 30日)科　　　　目

金　　額

（百万円）

構成比

（％）

金　　額

（百万円）

構成比

（％）

金　　額

（百万円）

金　　額

（百万円）

構成比

（％）

（  負  債  の  部  ）

流  動  負  債 ２０５，１７１ 62.7 ２２２，６５３ 59.4 △１７，４８２ ２４０，１８８ 51.4

　支払手形・工事未払金等 ６９，２６９ ９７，１６２ △２７，８９３ ９２，２９９

短 期 借 入 金 ７６，９９１ ７４，３３０ ２，６６１ ９１，４５７

未 成 工 事 受 入 金 ２１，８０７ １９，９２７ １，８７９ ２３，８８１

預 り 金 ２５，１３１ ２３，４９６ １，６３５ ２３，４８５

完成工事補償引当金 ３２１ ４５５ △１３４ ３３４

賞 与 引 当 金 ５１２ ６０５ △９２ ８２１

そ の 他 １１，１３７ ６，６７４ ４，４６３ ７，９０７

固  定  負  債 ２４０，６２１ 73.6 ２６３，１８６ 70.3 △２２，５６５ ２２１，９０５ 47.4

長 期 借 入 金 ２０３，０９１ ２１１，４８３ △８，３９１ １９５，２８３

退 職 給 付 引 当 金 ５，７２４ １２，９５４ △７，２３０ １３，８７０

債 務 保 証 損 失 引 当 金 ４，９０５ １２，１０８ △７，２０２ ―

関 連 事 業 損 失 引 当 金 １４，２４５ １４，３３８ △９３ ―

そ の 他 １２，６５３ １２，３０１ ３５２ １２，７５０

負　債　合　計 ４４５，７９２ 136.3 ４８５，８３９ 129.7 △４０，０４７ ４６２，０９３ 98.8

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２４，２５３ 7.4 ２４，２５３ 6.5 ― ２４，２５３ 5.2

利 益 剰 余 金 △１４３，５８５ △43.9 △１３５，６３７ △36.2 △７，９４８ △１４，７６４ △3.2

その他有価証券評価差額金 ６２７ 0.2 ２１７ 0.0 ４１０ ４０５ 0.1

為替換算調整勘定 ― ― ― ― ― △４，１９１ △0.9

自 己 株 式 △７ △0.0 △４ △0.0 △３ △２ △0.0

資  本  合  計 △１１８，７１２ △36.3 △１１１，１７０ △29.7 △７，５４１ ５，７００ 1.2

負　債　資　本　合　計 ３２７，０７９ 100.0 ３７４，６６９ 100.0 △４７，５８９ ４６７，７９４ 100.0



（青山管財）

－７－

中 間 連 結 損 益 計 算 書

当中間連結会計期間

自　 平成 15年４月 １ 日
至　 平成 15年９月 30日

前中間連結会計期間

自　 平成 14年４月 １ 日
至　 平成 14年９月 30日

増　減

前 連 結 会 計 年 度

要約連結損益計算書
自　 平成 14年４月 １ 日
至　 平成 15年３月 31日

科　　　　目

金　　　額

（百万円）

百分比

（％）

金　　　額

（百万円）

百分比

（％）

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

百分比

（％）

売 上 高 １３１，４４４ 100.0 １６９，９６８ 100.0 △３８，５２３ ３６２，１６３ 100.0 

完 成 工 事 高 （１１７，８４０） (100.0) （１５４，９９３） (100.0) （△３７，１５３） （３３１，３３４） (100.0)

開 発 事 業 等 売 上 高 （１３，６０４） (100.0) （１４，９７５） (100.0) （△１，３７０） （３０，８２８） (100.0)

売 上 原 価 １２０，７７３ 91.9 １５６，４４３ 92.0 △３５，６７０ ３４０，８０８ 94.1 

完 成 工 事 原 価 （１０９，９９３） (93.3) （１４３，５３７） (92.6) （△３３，５４３） （３１３，４０２） (94.6)

開 発 事 業 等 売 上 原 価 （１０，７７９） (79.2) （１２，９０６） (86.2) （△２，１２７） （２７，４０５） (88.9)

売 上 総 利 益 １０，６７１ 8.1 １３，５２４ 8.0 △２，８５２ ２１，３５４ 5.9 

完 成 工 事 総 利 益 （７，８４６） (6.7) （１１，４５６） (7.4) （△３，６０９） （１７，９３２） (5.4)

開 発 事 業 等 総 利 益 （２，８２５） (20.8) （２，０６８） (13.8) （７５６） （３，４２２） (11.1)

販売費及び一般管理費 ７，５１９ 5.7 ８，８３７ 5.2 △１，３１７ １７，３２３ 4.8 

営 業 利 益 ３，１５１ 2.4 ４，６８７ 2.8 △１，５３５ ４，０３０ 1.1 

営 業 外 収 益 ４２５ 0.3 ５９１ 0.3 △１６５ １，２０９ 0.3 

受 取 利 息 （６５） （９６） （△３１） （２７６）

受 取 配 当 金 （１０１） （１１５） （△１４） （２０９）

持分法による投資利益 （―） （１２６） （△１２６） （３８２）

そ の 他 （２５９） （２５２） （６） （３４０）

営 業 外 費 用 ３，０７８ 2.3 ３，８１２ 2.2 △７３３ ６，９０２ 1.9 

支 払 利 息 （２，２０３） （２，６８４） （△４８１） （５，３３６）

為 替 差 損 （―） （５６５） （△５６５） （―）

持分法による投資損失 （１２３） （―） （１２３） （―）

そ の 他 （７５１） （５６２） （１８８） （１，５６５）

経 常 利 益 ４９９ 0.4 １，４６５ 0.9 △９６６ ― ― 

経 常 損 失 ― ― ― ― ― １，６６１ 0.5 

特 別 利 益 １，０９０ 0.8 ６６３ 0.4 ４２６ １，５１１ 0.4 

前 期 損 益 修 正 益 （３４５） （―） （３４５） （２２３）

固 定 資 産 売 却 益 （２９９） （３５） （２６４） （４２１）

投 資 有 価 証 券 売 却 益 （２４８） （６２８） （△３７９） （８１２）

そ の 他 特 別 利 益 （１９５） （―） （１９５） （５４）

特 別 損 失 ８，７６９ 6.7 ３，０２０ 1.8 ５，７４９ １０９，８０９ 30.3 

販 売 用 不 動 産 評 価 損 （―） （７２９） （△７２９） （２８，４４２）

固 定 資 産 売 却 損 （１，1１８） （２７８） （８３９） （３３１）

貸 倒 損 失 （―） （１，０９９） （△１，０９９） （２５，９４７）

訴 訟 和 解 費 用 （―） （６０４） （△６０４） （１，００２）

退職給付変更時差異特別償却 （１，１７９） （―） （１，１７９） （７４５）

工 事 特 別 損 失 （３，９４９） （―） （３，９４９） （―）

特 別 退 職 関 連 費 用 （１，４２４） （―） （１，４２４） （―）

そ の 他 特 別 損 失 （１，０９６） （３０７） （７８９） （５３，３４０）

税金等調整前中間（当期）純損失 ７，１８０ 5.5 ８９０ 0.5 ６，２８９ １０９，９５８ 30.4 

法人税、住民税及び事業税 ４１４ 0.3 ６８３ 0.4 △２６８ ８５７ 0.2 

法 人 税 等 調 整 額 ３５３ 0.2 １５０ 0.1 ２０２ １１，７８０ 3.3 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ７，９４８ 6.0 １，７２４ 1.0 ６，２２４ １２２，５９６ 33.9 



（青山管財）

－８－

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

当中間連結会計期間
自　平成 15年４月 1 日
至　平成 15年９月 30日

前中間連結会計期間
自　平成 14年４月 1 日
至　平成 14年９月 30日

増　減
前連結会計年度
自　平成 14年４月 1 日
至　平成 15年３月 31日科　　　　目

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 ― ５７５ △５７５ ５７５ 

資本準備金期首残高 （―） （５７５） （△５７５） （５７５）

資本剰余金減少高 ― ５７５ △５７５ ５７５ 

資本準備金取崩額 （―） （５７５） （△５７５） （５７５）

資本剰余金中間期末（期末）残高 ― ― ― ― 

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高 △１３５，６３７ △１３，６１５ △１２２，０２１ △１３，６１５ 

欠損金期首残高 （△１３５，６３７） （△１３，６１５） （△１２２，０２１） （△１３，６１５）

利益剰余金増加高 ― ５７５ △５７５ ５７５ 

資本準備金取崩額 （―） （５７５） （△５７５） （５７５）

利益剰余金減少高 ７，９４８ １，７２４ ６，２２４ １２２，５９６ 

中間（当期）純損失 （７，９４８） （１，７２４） （６，２２４） （１２２，５９６）

利益剰余金中間期末（期末）残高 △１４３，５８５ △１４，７６４ △１２８，８２１ △１３５，６３７ 

 



（青山管財）

  －９－

中間連結キャッシュ・フロー計算書

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前 連 結 会 計 年 度

要約連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

科　　　　目

金　　　額

 （百万円）

金　　　額

 （百万円）

金　　　額

 （百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
  税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 △7,180 △890 △109,958
  減 価 償 却 費 1,216 1,233 2,615
  貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △195 △23 8,194
  貸 倒 損 失 ― 1,099 25,947
  退 職 給 付 変 更 時 差 異 特 別 償 却 1,179 ― 745
  特 別 退 職 関 連 費 用 1,424 ― ―
  受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △166 △212 △485
  支 払 利 息 2,203 2,684 5,336
  為 替 差 損 108 405 569
  持 分 法 に よ る 投 資 損 ・ 益 （ △ ） 123 △126 △382
  投 資 有 価 証 券 売 却 損 ・ 益 （ △ ） △248 △628 1,435
  有 形 固 定 資 産 売 却 損 ・ 益 （ △ ） 495 243 △90
  売 上 債 権 の 減 少 額 23,297 23,586 29,653
  未成工事支出金の減少・増加（△）額 234 △3,562 4,000
  た な 卸 資 産 の 減 少 額 1,560 2,844 26,319
  仕 入 債 務 の 減 少 額 △28,358 △38,280 △33,416
  未成工事受入金の増加・減少（△）額 1,879 △4,106 △7,896
  未 払 消 費 税 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 261 △3,108 △2,253
  そ の 他 595 △6,472 34,007

　　小　　　　　　　　　　　　　　　　 計 △1,567 △25,314 △15,657
  特 別 退 職 関 連 費 用 支 出 △1,173 ― ―
  法 人 税 等 の 支 払 額 △572 △591 △741

　営業活動によるキャッシュ・フロー △3,313 △25,906 △16,398

投資活動によるキャッシュ・フロー
  有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △208 △345 △744
  有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 1,096 356 1,120
  投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △11 △148 △638
  投 資有価証券の売却等によ る収入 1,671 5,073 7,690
  貸 付 け に よ る 支 出 △269 △1,267 △2,197
  貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 766 1,044 1,899
  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 206 306 995
  そ の 他 △3,027 △676 △71

　投資活動によるキャッシュ・フロー 224 4,343 8,052

財務活動によるキャッシュ・フロー
  短 期 借 入 金 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △4,918 24,777 26,043
  長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ― ― 14,547
  長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △1,266 ― △16,784
  利 息 の 支 払 額 △1,511 △2,647 △5,212
  そ の 他 △3 △2,101 △2,103

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,700 20,029 16,490

現金及び現金同等物に係る換算差額 △177 △164 △275

現金及び現金同等物の増加・減少（ △ ）額                △10,965 △1,697 7,867
現金及び現金同等物の期首残高                36,159 28,291 28,291

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 25,193 26,594 36,159



（青山管財）

       －10－

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項

①連結子会社　　18 社

主要な連結子会社名は「企業集団の状況」に記載のとおり。

②主要な非連結子会社名

日本イコス(株)
　非連結子会社は、企業集団における重要性が低く、またこれらの総資産、売上高、中間純損
益及び利益剰余金等の観点からみて、いずれもそれぞれ小規模であり、全体としても中間連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。

２.持分法の適用に関する事項

①持分法適用会社

関連会社　　４社
新津名開発(株)、千葉新都心開発(株)、(株)グリーンポート、THAI REALTY COMPLEX COMPANY
LIMITED

②持分法非適用の主要な非連結子会社名

日本イコス(株)

③持分法非適用の主要な関連会社名

北青山熱供給(株)

　持分法非適用会社である非連結子会社及び関連会社については、それぞれ中間連結純損益及
び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、これら
の会社に対する投資については持分法を適用せず原価法により評価している。

④持分法の適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度

にかかる中間財務諸表を使用している。

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社 HAZAMA USA CORPORATION 他在外連結子会社 10 社の中間決算日は６月 30 日である。
中間連結財務諸表の作成に当たっては、同中間決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、い
ずれも７月１日から中間連結決算日９月 30 日までの期間に発生した重要な取引については、連結
上必要な調整を行っている。

４.会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの
　　　　　中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法

　②デリバティブ

　　　時価法

　③たな卸資産

　　未 成 工 事 支 出 金          
　　　主として個別法による原価法

　　販 売 用 不 動 産         
　　　主として個別法による原価法

　　開発事業等支出金         
　　　主として個別法による原価法

　　材 料 貯 蔵 品         
　　　主として移動平均法による原価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　建物については定額法（国内連結子会社３社は定率法）、その他の有形固定資産については
定率法（在外連結子会社 11 社は定額法）によっている。なお、国内連結子会社(１社)はリー
ス資産について、リース契約期間を耐用年数とする定額法によっている。また、耐用年数及び
残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金       
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。なお、回
収可能性がほとんどないと判断した回収不能見込額（136,423 百万円）については、金融商品
に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11
年１月 22 日））の適用により、債権から直接減額している。

②完成工事補償引当金
完成工事にかかわる責任補修費用を引当計上したものであり、算定方法は当中間連結会計
期間末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上している。

③賞 与 引 当 金       
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上している。

④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してい
る。
なお、提出会社において会計基準変更時差異(9,984 百万円)については、15 年による按分
額を費用処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による定
額法により費用処理している。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）
による定額法により翌期から費用処理することとしている。
ただし、当中間連結会計期間は従業員が相当数減少したため、会計基準変更時差異の一部
を早期償却し、その費用 1,179 百万円を特別損失に計上している。

⑤債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の資産内容を勘案し、損失負担見込額を計上
している。

⑥関連事業損失引当金
関連事業に係る撤退等に伴う損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を
関連事業損失引当金として計上している。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっている。

（５）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっている。
ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って
いる。また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
デリバティブ取引（金利スワップ及び為替予約取引）
ヘッジ対象
相場変動等による損失の可能性がある資産又は負債のうち、相場変動等が評価に反映さ
れていないもの及びキャッシュ・フローが固定されその変動が回避されるもの

③ヘッジ方針
現在または将来において、ヘッジ対象となる資産・負債が存在する場合に限りデリバティ
ブ取引を利用する方針であり、短期的な売買差益の獲得や投機を目的とするデリバティブ取
引は行わない。
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④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッジ対象およびヘッジ手段の相
場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額を比較することにより、ヘッジの有効性を評
価している。

（６）完成工事高の計上基準

原則として工事進行基準を採用している。ただし、工期１年以下または請負金額５億円未満
の工事については工事完成基準によっている。

（７）消費税等に相当する額の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜き方式によっている。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

表示方法の変更

(中間連結貸借対照表関係)
前中間連結会計期間末において、流動資産の「その他」に含めていた「立替金」は、資産総額の100分
の５を超えたため、当中間連結会計期間末より区分掲記することとした。なお、前中間連結会計期間末の
流動資産の「その他」に含まれる「立替金」は19,904百万円である。

(中間連結損益計算書関係)
前中間連結会計期間において区分掲記していた「貸倒損失」(当中間連結会計期間250百万円)、「訴訟和
解費用」(当中間連結会計期間156百万円)は、特別損失総額の100分の10以下であるため、「その他特別損失」
に含めて表示している。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
前中間連結会計期間において区分掲記していた「貸倒損失」(当中間連結会計期間250百万円)は、重要性
が乏しくなったため、営業活動によるキャッシュ・フローの｢その他｣に含めて表示している。

追加情報

繰延税金資産については、「新生ハザマ３ヵ年計画」が順調に進捗することにより、承継会社（建設事
業会社）によって回収可能と見込まれる額を計上している。
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注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）
１．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

受 取 手 形 割 引 高
受取手形裏書譲渡高

7,406百万円
  493

　　　　 　―百万円
1,177

      8,817百万円
 　　 1,909

２．保証債務の額 1,966百万円 　　　 16,868百万円      3,878百万円

３. 担保に供している資産          

現 金 預 金 571百万円 769百万円 581百万円

受 取 手 形            ―         8,610         824
有 価 証 券            85            84          85
その他たな卸資産        19,843        10,382      24,753
建 物 ･ 構 築 物        21,915        19,530      22,717
土 　 　 地        49,998        26,402      51,681
無 形 固 定 資 産        14,557        14,557      14,557
投 資 有 価 証 券         9,157         6,782       9,806
長 期 未 収 入 金         3,326            ― 　　　　650
破 産 更 生 等 債 権         1,876            ―       1,876
投資その他の資産・その他         3,478           288       6,162

計       124,810        87,407     133,696

（中間連結損益計算書関係）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

従業員給料手当
賞与引当金繰入額
退職給付費用

       2,794百万円
         109
         256

       2,994百万円
         163
         446

      6,001百万円
        149
        926

２．工事特別損失は、現在「新生ハザマ３ヵ年計画」を鋭意遂行している中で、計画策定以前に受注した
工事において、設計変更が認められない等の理由により発生することが最終的に予想される多額の損失
について、一括して損失処理したものである。これは過去に受注した不採算工事を一掃することにより
「新生ハザマ３ヵ年計画」の目指す、安定した収益を確保できる経営基盤の構築を加速させるためのも
のである。

３．当社グループの売上高は、通常の営業の形態として上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大き
いため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期
の業績に季節的変動がある。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)   

　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

      25,412百万円

     　△218

      27,337百万円

       △742

     36,401百万円

      △241

現金及び現金同等物       25,193       26,594      36,159
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(セグメント情報)

①事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間(自平成15年４月１日　至平成15年９月30日) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

前中間連結会計期間(自平成14年４月１日　至平成14年９月30日) 　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)
建設事業 開発事業等 計 消去又は全社 連結

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 154,993 14,975 169,968 ― 169,968

　(2) セグメント間の内部売上高

　　　又は振替高
1 22,958 22,959 (22,959) ―

計 154,994 37,933 192,928 (22,959) 169,968

　　営業費用 150,094 37,657 187,751 (22,470) 165,281

　　営業利益 4,900 276 5,176 (489) 4,687

前連結会計年度(自平成14年４月１日　至平成15年３月31日) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1) 事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

(2) 各事業区分に属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

開発事業等：都市開発・地域開発等不動産開発全般に関する事業及びその他の事業

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間483百万円、前中

間連結会計期間512百万円、前連結会計年度1,005百万円である。その主なものは、提出会社本店の総務部等管理部

門に係る費用である。

建設事業 開発事業等 計 消去又は全社 連結

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 117,840 13,604 131,444 ― 131,444

　(2) セグメント間の内部売上高

　　　又は振替高
2 16,053 16,056 (16,056) ―

計 117,843 29,658 147,501 (16,056) 131,444

　　営業費用 115,338 28,590 143,929 (15,636) 128,292

　　営業利益 2,504 1,067 3,571 (419) 3,151

建設事業 開発事業等 計 消去又は全社 連結

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 331,334 30,828 362,163 ― 362,163

　(2) セグメント間の内部売上高

　　　又は振替高
25 44,327 44,352 　(44,352) ―

計 331,360 75,155 406,515 (44,352) 362,163

　　営業費用 326,275 75,303 401,579 (43,447) 358,132

　　営業利益 5,084 △148 4,935 (904) 4,030
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②所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、全セグメントの売上高の

合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式第二号(記載上

の注意10)及び連結財務諸表規則様式第二号(記載上の注意11)に基づき、所在地別セグメント情報の記載

を省略した。

③海外売上高

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、いずれも海外売上高が連

結売上高の10％未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)及び連結財務諸表規則

様式第三号(記載上の注意５)に基づき、海外売上高の記載を省略した。
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(有価証券関係)

当中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの
(単位　百万円)

取得原価
中間連結貸借
対照表計上額

差　　額

(1)株式 7,936 9,054 1,117
(2)その他 262 276 13

合　計 8,199 9,330 1,131

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
(単位　百万円)

中間連結貸借
対照表計上額

(1)満期保有目的の債券
割引金融債 85

(2)その他有価証券
非上場株式　(店頭売買株式を除く) 2,967

前中間連結会計期間末（平成14年９月30日現在）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの
(単位　百万円)

中間連結貸借
対照表計上額

時　　価 差　　額

地方債 0 0 0

合　計 0 0 0

２　その他有価証券で時価のあるもの
(単位　百万円)

取得原価
中間連結貸借
対照表計上額

差　　額

(1)株式 9,865 10,576 710
(2)債券 1,644 1,654 9
(3)その他 248 294 45

合　計 11,758 12,524 766

（注）その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損59百万円を計上してい
る。

３　時価評価されていない有価証券
(単位　百万円)

中間連結貸借
対照表計上額

(1)満期保有目的の債券
割引金融債 84

(2)その他有価証券
非上場株式　(店頭売買株式を除く) 4,894
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前連結会計年度末（平成15年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの
(単位　百万円)

取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　額

(1)株式 9,338 9,670 332
(2)その他 256 298 41

合　計 9,595 9,969 373

（注）その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損295百万円を計上してい
る。

２　時価評価されていない有価証券
(単位　百万円)

連結貸借対
照表計上額

(1)満期保有目的の債券
割引金融債 85

(2)その他有価証券
非上場株式　(店頭売買株式を除く) 2,980

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況）

　　当社グループは、当中間連結会計期間末において、118,712百万円の債務超過になっている。当該状況
により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

　　中間連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、「私的整理に関するガイドライ

ン」の手続きに基づき、「新生ハザマ３ヵ年計画」（平成15年４月～平成18年３月）を策定した。
当社は、同計画に基づき平成15年10月１日に会社分割を行い、建設事業は新設した承継会社が引き継
ぎ、当社自身は、今後不動産事業に特化することによって保有資産の処分等を迅速かつ効率的に進めて

いくこととなった。

会社分割後、当社が負担する対象金融債務のうち弁済不能債務については、同計画において債務免除

または債務の株式化等の金融支援を要請しており、既に平成15年３月10日開催の第２回債権者会議にお
いて対象債権者全員の同意により成立している。

　従って、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を

中間連結財務諸表には反映していない。



   個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 21日

会       社      名  青山管財株式会社 (上場会社株式会社間組の親会社） 上場取引所非上場

代　　　表　　　者　役職名  代表取締役社長  氏名 間野　樹三 本社所在都道府県　東京都

問合せ先責任者  役職名  管理部長         , ,氏名 市川　雅章 TEL (03) 3405 - 2446

中間配当制度の有無　　無

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 (注）百万円未満切り捨て

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 115,421 △ 24.6 1,726 △ 48.9 30 △ 98.0
14年 9月中間期 153,097 △ 6.3 3,379 △ 28.6 1,537 △ 47.9
15年 3月期 325,178 2,096 △ 1,331

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 △ 7,984 - △ 16.47
14年 9月中間期 △ 869 - △ 1.79
15年 3月期 △ 128,326 △ 264.61
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期   484,853,273株   14年 9月中間期   485,015,769株   15年 3月期   484,966,170株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 　

円　銭 円　銭 　 　

15年 9月中間期 － － 　 　

14年 9月中間期 － －
15年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
         　総  資  産          株  主  資　本 株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 247,469 △ 112,702 △ 45.5 △ 232.50
14年 9月中間期 398,222 22,524 5.7 46.44
15年 3月期 290,887 △ 105,122 △ 36.1 △ 216.80
(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期   　484,751,755 株　14年 9月中間期    　484,995,951 株　15年 3月期    　484,883,503 株

 　  ②期末自己株式数　 　15年 9月中間期        324,576 株　    14年 9月中間期          　80,380 株    15年 3月期         　192,828 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　  売   上   高 　　 　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 122,000 △ 300 △ 16,300 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △33 円 63 銭 

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっては、添付資料の３ページから４ページを参照してください。

１株当たり株主資本

-18-
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［添付資料］［添付資料］［添付資料］［添付資料］
受受受受    注注注注    ・・・・    売売売売    上上上上    ・・・・    繰繰繰繰    越越越越    高高高高

1．受  注  高
（単位：百万円）

構成比 構成比 増減率 構成比

官   庁 26,967 [73.9] 37,121 [70.5] △ 10,153 △ 27.4 84,784 [75.1]

建 民   間 9,543 [26.1] 15,502 [29.5] △ 5,959 △ 38.4 28,167 [24.9]

計 36,510 47.4 52,623 41.9 △ 16,113 △ 30.6 112,952 47.2 

（海  外） (12,782) (35.0) (10,304) (19.6) (2,477) (24.0) (11,337) (10.0)

設 官   庁 7,115 [19.1] 10,773 [15.3] △ 3,657 △ 33.9 28,356 [23.4]

民   間 30,089 [80.9] 59,460 [84.7] △ 29,370 △ 49.4 93,082 [76.6]

計 37,205 48.4 70,233 56.0 △ 33,027 △ 47.0 121,438 50.7 

事 （海  外） (4,305) (11.6) (8,769) (12.5) (△ 4,463) (△ 50.9) (14,674) (12.1)

官   庁 34,083 [46.2] 47,894 [39.0] △ 13,811 △ 28.8 113,140 [48.3]

民   間 39,633 [53.8] 74,962 [61.0] △ 35,329 △ 47.1 121,250 [51.7]

業 計 73,716 95.8 122,857 97.9 △ 49,140 △ 40.0 234,391 97.9 

（海  外） (17,088) (23.2) (19,074) (15.5) (△ 1,986) (△ 10.4) (26,012) (11.1)

3,241 4.2 2,598 2.1 643 24.8 5,122 2.1 

76,957 100.0 125,455 100.0 △ 48,497 △ 38.7 239,513 100.0 

前         期

        自平成 14年 4月 1日

        至平成 15年 3月31日

金    額

合    計

期  別 当 中 間 期

土

木

金    額

建

築

計

区  分

増       減

金    額

        自平成 15年 4月 1日

        至平成 15年 9月30日

        自平成 14年 4月 1日

合

開   発   事   業   等

前 中 間 期

        至平成 14年 9月30日

金    額

2．売  上  高
（単位：百万円）

構成比 構成比 増減率 構成比

官   庁 34,551 [67.1] 42,259 [60.4] △ 7,708 △ 18.2 91,328 [62.1]

建 民   間 16,973 [32.9] 27,706 [39.6] △ 10,733 △ 38.7 55,653 [37.9]

計 51,524 44.6 69,966 45.7 △ 18,441 △ 26.4 146,981 45.2 

（海  外） (5,115) (9.9) (6,033) (8.6) (△ 917) (△ 15.2) (11,372) (7.7)

設 官   庁 10,343 [16.8] 9,921 [12.3] 421 4.3 25,054 [14.5]

民   間 51,119 [83.2] 70,447 [87.7] △ 19,327 △ 27.4 147,607 [85.5]

計 61,463 53.3 80,369 52.5 △ 18,905 △ 23.5 172,661 53.1 

事 （海  外） (5,893) (9.6) (6,656) (8.3) (△ 763) (△ 11.5) (13,194) (7.6)

官   庁 44,895 [39.7] 52,181 [34.7] △ 7,286 △ 14.0 116,382 [36.4]

民   間 68,092 [60.3] 98,153 [65.3] △ 30,060 △ 30.6 203,260 [63.6]

業 計 112,988 97.9 150,335 98.2 △ 37,347 △ 24.8 319,643 98.3 

（海  外） (11,009) (9.7) (12,689) (8.4) (△ 1,680) (△ 13.2) (24,566) (7.7)

2,432 2.1 2,761 1.8 △ 328 △ 11.9 5,535 1.7 

115,421 100.0 153,097 100.0 △ 37,676 △ 24.6 325,178 100.0 

        至平成 15年 3月31日

金    額

前         期

        自平成 15年 4月 1日         自平成 14年 4月 1日 増       減         自平成 14年 4月 1日

        至平成 15年 9月30日         至平成 14年 9月30日

金    額

合    計

合

計

開   発   事   業   等

期  別 当 中 間 期 前 中 間 期

区  分 金    額 金    額

土

木

建

築
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3．次期繰越高
（単位：百万円）

構成比 構成比 増減率 構成比

官   庁 115,812 [73.6] 125,181 [60.9] △ 9,369 △ 7.5 123,815 [69.3]

建 民   間 41,615 [26.4] 80,475 [39.1] △ 38,860 △ 48.3 54,729 [30.7]

計 157,427 64.2 205,657 54.4 △ 48,229 △ 23.5 178,544 60.4 

（海  外） (30,792) (19.6) (32,791) (15.9) (△ 1,999) (△ 6.1) (23,903) (13.4)

設 官   庁 28,200 [32.6] 30,718 [17.9] △ 2,517 △ 8.2 32,965 [28.3]

民   間 58,208 [67.4] 141,134 [82.1] △ 82,925 △ 58.8 83,446 [71.7]

計 86,408 35.2 171,852 45.4 △ 85,443 △ 49.7 116,412 39.4 

事 （海  外） (8,741) (10.1) (14,906) (8.7) (△ 6,164) (△ 41.4) (11,741) (10.1)

官   庁 144,012 [59.1] 155,899 [41.3] △ 11,886 △ 7.6 156,780 [53.2]

民   間 99,823 [40.9] 221,610 [58.7] △ 121,786 △ 55.0 138,175 [46.8]

業 計 243,836 99.4 377,509 99.8 △ 133,673 △ 35.4 294,956 99.8 

（海  外） (39,534) (16.2) (47,698) (12.6) (△ 8,164) (△ 17.1) (35,645) (12.1)

1,412 0.6 852 0.2 559 65.7 603 0.2 

245,248 100.0 378,362 100.0 △ 133,113 △ 35.2 295,560 100.0 

        至平成 15年 3月31日

金    額

前         期

        自平成 15年 4月 1日         自平成 14年 4月 1日 増       減         自平成 14年 4月 1日

金    額 金    額

期  別 当 中 間 期 前 中 間 期

        至平成 15年 9月30日         至平成 14年 9月30日

合    計

金    額

合

計

開   発   事   業   等

築

土

木

建

区  分

（ご参考）

　前中間期実績および計画値との比較
（単位：百万円）

当中間期① 前中間期② 当中間期計画値③ 差異（①‐②） 差異（①‐③）
自平成15年4月1日 自平成14年4月1日 自平成15年4月1日
至平成15年9月30日 至平成14年9月30日 至平成15年9月30日

土木工事 36,510 52,623 49,200 △ 16,113 △ 12,689

受注高 建築工事 37,205 70,233 31,200 △ 33,027 6,005

開発事業等 3,241 2,598 2,700 643 541

合計 76,957 125,455 83,100 △ 48,497 △ 6,142

土木工事 51,524 69,966 59,000 △ 18,441 △ 7,475

売上高 建築工事 61,463 80,369 63,600 △ 18,905 △ 2,136

開発事業等 2,432 2,761 2,700 △ 328 △ 267

合計 115,421 153,097 125,300 △ 37,676 △ 9,878

経常利益 30 1,537 500 △ 1,506 △ 469

中間純利益 △ 7,984 △ 869 △ 2,700 △ 7,114 △ 5,284
利益

項目
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個 別 中 間 貸 借 対 照 表

当中間会計期間末

(平成 15 年９月 30 日)

前 事 業 年 度

要約貸借対照表
(平成 15 年３月 31 日)

増　　減
前中間会計期間末

(平成 14 年９月 30 日)科　　　　目

金　　　額

（百万円）

構成比

（％）

金　　　額

（百万円）

構成比

（％）

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

構成比

（％）

（  資  産  の  部  ）

流  動  資  産 １５１，１８４ 61.1 １８９，９９６ 65.3 △３８，８１１ ２３２，１４０ 58.3

現 金 預 金 ２０，２５３ ３２，１３０ △１１，８７６ ２０，２０２

受 取 手 形 ５，９６１ ９，６３４ △３，６７２ １９，２９５

完成工事未収入金 ５５，３８５ ７５，５８９ △２０，２０４ ７６，６０３

開発事業等未収入金 １１４ ２１０ △９５ ３０６

有 価 証 券 ８５ ８５ ― ８５

販 売 用 不 動 産 １３，５５５ １４，５２８ △９７３ ３１，９２６

未 成 工 事 支 出 金 １８，９９５ １９，８９９ △９０３ ２９，１４８

開発事業等支出金 ６，４３０ ６，２８４ １４５ １２，５６５

立 替 金 １６，４４７ １８，０２６ △１，５７９ １９，８８７

繰 延 税 金 資 産 ７，８８７ ６，９５３ ９３４ ９，４００

そ の 他 ６，２８１ ７，４２６ △１，１４５ １３，５７５

貸 倒 引 当 金 △２１２ △７７１ ５５９ △８５５

固  定  資  産 ９６，２８４ 38.9 １００，８９１ 34.7 △４，６０６ １６６，０８１ 41.7

有 形 固 定 資 産 ４９，８１０ ５１，１８０ △１，３６９ ５１，７６０

土 地 ３８，６０４ ３９，５６０ △９５６ ３９，７０１

そ の 他 １１，２０５ １１，６１９ △４１３ １２，０５８

無 形 固 定 資 産 ７５８ ８０８ △４９ ８７０

投資その他の資産 ４５，７１６ ４８，９０２ △３，１８６ １１３，４５１

投 資 有 価 証 券 １５，４２６ １６，０８４ △６５８ ２９，８３５

長 期 貸 付 金 ７０３ １４，１０３ △１３，４００ １３，４９０

長 期 未 収 入 金 １２，６７８ ５，２１１ ７，４６６ ２１，１４５

破 産 更 生 等 債 権 ３，５３４ ３，８２７ △２９３ １５，４５７

繰 延 税 金 資 産 ４，６３８ ６，０４５ △１，４０７ １４，９４８

そ の 他 ８，７３７ １８，２６９ △９，５３２ ２５，８７９

貸 倒 引 当 金 △１ △１４，６３９ １４，６３８ △７，３０４

資  産  合  計 ２４７，４６９ 100.0 ２９０，８８７ 100.0 △４３，４１８ ３９８，２２２ 100.0
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当中間会計期間末

(平成 15年９月 30日)

前 事 業 年 度
要約貸借対照表

(平成 15年３月 31日)
増　　減

前中間会計期間末

(平成 14年９月 30日)科　　　　目

金　　額
（百万円）

構成比
（％）

金　　額
（百万円）

構成比
（％）

金　　額
（百万円）

金　　額
（百万円）

構成比
（％）

（  負  債  の  部  ）

流  動  負  債 １５１，２６７ 61.1 １７６，４４６ 60.6 △２５，１７８ ２１２，８１３ 53.4

支 払 手 形 １７，１９８ ２３，７５５ △６，５５６ ２４，８２１

工 事 未 払 金 ４７，５１８ ６７，５０５ △１９，９８７ ６３，７３６

開発事業等未払金 ９０ １６６ △７６ ８６

短 期 借 入 金 ３２，４３９ ３７，３６６ △４，９２６ ７５，４３２

未 払 法 人 税 等 １５１ ３２６ △１７５ １５３

未 成 工 事 受 入 金 １７，５９９ １５，８３２ １，７６７ １９，７７９

開発事業等受入金 ２２３ １７１ ５２ ２３３

預 り 金 ２６，１３０ ２６，１６７ △３７ ２２，７５０

完成工事補償引当金 ３１２ ４４１ △１２８ ３１７

賞 与 引 当 金 ４３１ ５０７ △７５ ７３７

そ の 他 ９，１７２ ４，２０６ ４，９６５ ４，７６３

固  定  負  債 ２０８，９０４ 84.4 ２１９，５６３ 75.5 △１０，６５８ １６２，８８４ 40.9

長 期 借 入 金 １９８，４４９ １８８，６９８ ９，７５０ １４９，２８６

退 職 給 付 引 当 金 ５，０４４ １２，２４３ △７，１９９ １３，１２３

債務保証損失引当金 ４，９０５ １８，１７０ △１３，２６４ ―

そ の 他 ５０５ ４５１ ５４ ４７４

負　債　合　計 ３６０，１７１ 145.5 ３９６，００９ 136.1 △３５，８３７ ３７５，６９７ 94.3

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２４，２５３ 9.8 ２４，２５３ 8.3 ― ２４，２５３ 6.1

利 益 剰 余 金 △１３７，５７１ △55.6 △１２９，５８６ △44.5 △７，９８４ △２，１３０ △0.5

中間（当期）未処理損失   １３７，５７１ １２９，５８６ ７，９８４ ２，１３０

その他有価証券評価差額金 ６２２ 0.3 ２１５ 0.1 ４０７ ４０３ 0.1

自 己 株 式 △７ △0.0 △４ △0.0 △３ △２ △0.0

資  本  合  計 △１１２，７０２ △45.5 △１０５，１２２ △36.1 △７，５８０ ２２，５２４ 5.7

負　債　資　本　合　計 　２４７，４６９ 100.0 ２９０，８８７ 100.0 △４３，４１８ ３９８，２２２ 100.0
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個 別 中 間 損 益 計 算 書

当中間会計期間

自　 平成 15 年４月 １ 日
至　 平成 15 年９月 30 日

前中間会計期間

自　 平成 14 年４月 １ 日
至　 平成 14 年９月 30 日

増　減

前 事 業 年 度

要約損益計算書
自　 平成 14 年４月 １ 日
至　 平成 15 年３月 31 日

科　　　　目

金　　　額

（百万円）

百分比

（％）

金　　　額

（百万円）

百分比

（％）

金　　　額

（百万円）

金　　　額

（百万円）

百分比

（％）

売 上 高 １１５，４２１ 100.0 １５３，０９７ 100.0 △３７，６７６ ３２５，１７８ 100.0 

完 成 工 事 高 （１１２，９８８） (100.0) （１５０，３３５） (100.0) （△３７，３４７） （３１９，６４３） (100.0)

開 発 事 業 等 売 上 高 （２，４３２） (100.0) （２，７６１） (100.0) （△３２８） （５，５３５） (100.0)

売 上 原 価 １０７，９５８ 93.5 １４２，７７４ 93.3 △３４，８１５ ３０９，４８７ 95.2 

完 成 工 事 原 価 （１０５，４７１） (93.3) （１３９，０３１） (92.5) （△３３，５５９） （３０２，１８８） (94.5)

開発事業等売上原価 （２，４８７） (102.2) （３，７４３） (135.5) （△１，２５６） （７，２９８） (131.9)

売 上 総 利 益 ７，４６２ 6.5 １０，３２２ 6.7 △２，８６０ １５，６９１ 4.8 

完 成 工 事 総 利 益 （７，５１６） (6.7) （１１，３０４） (7.5) （△３，７８７） （１７，４５４） (5.5)

開 発 事 業 等 総 損 失 （５４） (2.2) （９８１） (35.5) （△９２７） （１，７６３） (31.9)

販売費及び一般管理費 ５，７３６ 5.0 ６，９４２ 4.5 △１，２０６ １３，５９４ 4.2 

営 業 利 益 １，７２６ 1.5 ３，３７９ 2.2 △１，６５３ ２，０９６ 0.6 

営 業 外 収 益 ３８３ 0.3 ４３７ 0.3 △５３ ７７８ 0.2 

受 取 利 息 （６１） （７６） （△１５） （２３１）

そ の 他 （３２２） （３６０） （△３８） （５４６）

営 業 外 費 用 ２，０７９ 1.8 ２，２８０ 1.5 △２００ ４，２０７ 1.2 

支 払 利 息 （１，３８６） （１，６０４） （△２１７） （３，１５４）

そ の 他 （６９２） （６７６） （１６） （１，０５２）

経 常 利 益 ３０ 0.0 １，５３７ 1.0 △１，５０６ ― ― 

経 常 損 失 ― ― ― ― ― １，３３１ 0.4 

特 別 利 益 ８０４ 0.7 ６６２ 0.5 １４２ １，１９２ 0.4 

特 別 損 失 ８，３９５ 7.3 ２，２６０ 1.5 ６，１３５ １１５，６０７ 35.6 

税引前中間（当期）純損失 ７，５６０ 6.6 ６１ 0.0 ７，４９９ １１５，７４６ 35.6 

法人税、住民税及び事業税 ２８６ 0.2 ４１２ 0.3 △１２５ ６８７ 0.2 

法 人 税 等 調 整 額 １３７ 0.1 ３９６ 0.3 △２５９ １１，８９２ 3.7 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ７，９８４ 6.9 ８６９ 0.6 ７，１１４ １２８，３２６ 39.5 

前 期 繰 越 損 失 １２９，５８６ １，２６０ １２８，３２６ １，２６０ 

中間（当期）未処理損失 １３７，５７１ ２，１３０ １３５，４４１ １２９，５８６ 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
(１)有価証券

満期保有目的の債券
償却原価法
子会社及び関連会社株式
移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの
中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの
移動平均法による原価法

(２)デリバティブ
時価法

(３)たな卸資産
未成工事支出金
個別法による原価法
販売用不動産
個別法による原価法
開発事業等支出金
個別法による原価法
材料貯蔵品
移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(１)有形固定資産

建物については定額法、その他の有形固定資産については定率法によっている。なお、耐用年
数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

(２)無形固定資産
定額法によっている。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っている。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっている。

(３)その他
長期前払費用については均等償却、投資不動産（建物）については定額法によっている。なお、
償却期間、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってい
る。

３．引当金の計上基準
(１)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。なお、回収可能性
がほとんどないと判断した回収不能見込額(170,014百万円)については、金融商品に係る会計基準
(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成11年１月22日))の適用
により、債権から直接減額している。

(２)完成工事補償引当金
完成工事にかかわる責任補修費用を引当計上したものであり、算定方法は当中間会計期間末に
至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上している。

(３)賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上している。
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(４)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。
なお、会計基準変更時差異(9,984百万円)については、15年による按分額を費用処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による定額
法により費用処理している。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)による
定額法により翌期から費用処理することとしている。
ただし、当中間会計期間は従業員が相当数減少したため、会計基準変更時差異の一部を早期償
却し、その費用1,179百万円を特別損失に計上している。

(５)債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の資産内容を勘案し、損失負担見込額を計上して
いる。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

５．ヘッジ会計の方法
(１)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。
ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っている。
また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
デリバティブ取引(金利スワップ及び為替予約取引)

ヘッジ対象
相場変動等による損失の可能性がある資産又は負債のうち、相場変動等が評価に反映されてい
ないもの及びキャッシュ・フローが固定されその変動が回避されるもの

(３)ヘッジ方針
現在又は将来において、ヘッジ対象となる資産・負債が存在する場合に限りデリバティブ取引
を利用する方針であり、短期的な売買差益の獲得や投機を目的とするデリバティブ取引は行わな
い。

(４)ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動
またはキャッシュ・フロー変動の累計額を比較することにより、ヘッジの有効性を評価している。

６．完成工事高の計上基準
原則として工事進行基準を採用している。ただし、工期１年以下または請負金額５億円未満の工事
については工事完成基準によっている。

７．消費税等に相当する額の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜き方式によっている。

追加情報

繰延税金資産については、「新生ハザマ３カ年計画」が順調に進捗することにより、承継会社（建設事業
会社）によって回収可能と見込まれる額を計上している。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

１．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高
受 取 手 形 割 引 高
受取手形裏書譲渡高

7,406
483

百万円 　―
1,099

百万円 8,817
1,881

百万円

２．保証債務の額 2,358 百万円 23,977 百万円 4,555 百万円

３．減価償却累計額
有 形 固 定 資 産
投資その他の資産・その他

19,685
621

百万円 19,584
614

百万円 19,426
634

百万円

計 20,307 20,198 20,060
４．担保に供している資産

現 金 預 金
受 取 手 形
有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
開発事業等支出金
有 形 固 定 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 未 収 入 金
破 産 更 生 等 債 権
長 期 保 証 金
投資その他の資産・その他

116
―
85

11,727
6,080

46,476
9,157
3,326
1,876
―

3,478

百万円 276
8,610

84
4,051
1,569

17,174
6,782
―
―
―

288

百万円 125
824
85

12,891
6,006

47,656
9,806

650
1,876
2,676
3,486

百万円

計 82,323 38,837 86,085

(中間損益計算書関係)

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

１．特別利益のうち主要なもの
前 期 損 益 修 正 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

347
248

百万円 ―
628

百万円 143
812

百万円

２．特別損失のうち主要なもの
ゴルフ会員権等評価損
固 定 資 産 売 却 損
貸 倒 損 失
訴 訟 和 解 費 用
退職給付変更時差異特別償却
工 事 特 別 損 失
特 別 退 職 関 連 費 用

244
967
250
156

1,179
3,790
1,424

百万円 101
275

1,099
604
―
―
―

百万円 1,109
324

36,999
1,002

745
―
―

百万円

３．工事特別損失は、現在「新生ハザマ３ヵ年計画」を鋭意遂行している中で、計画策定以前に受注した工事
において、設計変更が認められない等の理由により発生することが最終的に予想される多額の損失につい
て、一括して損失処理したものである。これは過去に受注した不採算工事を一掃することにより「新生ハザ
マ３ヵ年計画」の目指す、安定した収益を確保できる経営基盤の構築を加速させるためのものである。
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４．過去１年間の完成工事高
当社の完成工事高は、通常の営業形態として、事業年度の上半期の完成工事高と下半期の完成工事高と
の間に著しい相違がある。中間会計期間末に至る一年間の完成工事高は次のとおりである。

当中間会計期間 前中間会計期間
前事業年度下半期
当 中 間 会 計 期 間

169,307
112,988

百万円 210,494
150,335

百万円

計 282,296 360,830

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
その他（投資不動産）

371
96
19

百万円 340
68
19

百万円 757
174
39

百万円
５．減価償却額

計 487 429 972
（有価証券関係）

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価
のあるものはない。

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況）

　　当社は、当中間会計期間末において、112,702百万円の債務超過になっている。当該状況により、継続企
業の前提に関する重要な疑義が存在している。
　　当社は、当該状況を解消すべく、「私的整理に関するガイドライン」の手続きに基づき、「新生ハザマ３ヵ
年計画」（平成15年４月～平成18年３月）を策定した。
当社は、同計画に基づき平成15年10月１日に会社分割を行い、建設事業は新設した承継会社が引き継ぎ、
当社自身は、今後不動産事業に特化することによって保有資産の処分等を迅速かつ効率的に進めていくこと
となった。
会社分割後、当社が負担する対象金融債務のうち弁済不能債務については、同計画において債務免除また
は債務の株式化等の金融支援を要請しており、既に平成15年３月10日開催の第２回債権者会議で対象債権者
全員の同意により成立している。
　従って、中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務
諸表には反映していない。
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